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1．目的

2014 年 8 月 20 日の未明，広島市では局地的な短時間豪雨により，大規模な土砂災害が同時多発
的に発生し，74 名もの死者を出す大災害となった。広島は，1999 年 6 月にも，広島市内を含む県
西部 300 箇所以上で同時に土砂災害が発生し，30 人以上の死者・不明者を出すなど，大規模な土
砂災害を幾度も経験している。広島県の土砂災害危険箇所は，国土交通省の集計によると 31,987
箇所あり，この数は全国一位であるとともに，二位の島根県（22,296 箇所）を大きく引き離した
値となっている。このため広島県や広島市では，毎年，梅雨に入る 5 月末には土砂災害の危険性を
県民・市民に周知するため，広報誌などで特集記事を組むなどの取り組みがおこなわれている。
砂防・地すべり技術センター（2014）によると，1984 年から 2013 年の間に国内の自然災害に

よる死者・行方不明者のうち，25.2％が土砂災害によるものである（1995 年の兵庫県南部地震と
2011 年の東北地方太平洋沖地震を除く）。このことからも，土砂災害は瞬時に人命を奪う危険な自
然災害といえる。池谷（1999）は，都市開発が進んだ近年の日本において，公共事業（鉄道，道路，
通信，電力，ガス，上水道等の施設）における土砂災害の被害額が，自然災害による総被害額の 3
割以上を占めると指摘している。その一方，全国の土砂災害危険箇所に対し，砂防施設による対策
が整備されている箇所は，未だ約 23％にとどまっているという結果も報告されている。
このような状況の中，学校教育においては近年，土砂災害を防災教育の対象にした実践がいくつ
か報告されている。例えば山田・井良沢・佐藤（2006）は，小学生を対象に「総合的な学習の時間」
において，野外の現地調査と屋内の実験演習を中心とした 3 時間扱いの授業プログラムと実践を報
告している。鹿江ほか（2006）は，中学生を対象に理科「天気とその変化」単元において，広島
県の web ページ「防災情報システム」内の「土砂災害マップ」と google earth による地形，地形
図，被災地の動画を対応させた 7 時間扱いの授業プログラムと実践を報告している。
しかしながら一般に，土砂災害に対する危険認識は高いとはいえない。例えば広島市における

1999 年の土砂災害以降，鹿江らが 2004 年と 2006 年に広島市の中学生を対象に調査した結果では，
生徒は土砂災害よりも地震災害を広島における「身近な」災害ととらえていることが明らかとなっ
ている。教育現場において，地域で発生した過去の災害を適確に伝え，地域の自然と向き合う学習
を重ねていくことが重要であると考える。
本研究では，このような背景をふまえ，広島市内の公立小学校において，自然災害全般に対する
防災教育や土砂災害を対象とした防災教育の現状，及び教員の認識について明らかにすることを研
究目的としている。

広島市の小学校における防災教育の現状と課題
─  広島市公立小学校教員を対象とした3年間の調査結果より  ─
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2．方法
調査対象及び調査方法

H 大学で毎年 8 月に実施される，小学校教員免許状更新講習を履修する教員計 131 名（広島市
内の公立小学校に勤務する教員に限る）を調査対象者とし，講習休憩時間に調査内容，目的，及び
データの取り扱いについて説明した上で協力を依頼し配付するとともに，回答記入後はすぐに回収
をした。なお，各調査回において，それぞれ同一小学校から 2 名以上の履修者はいなかった。
調査時期

本研究の調査は，2013 年，2015 年 , 及び 2016 年の 8 月中旬にそれぞれ実施した。
質問紙の構成

A　自然災害全般に対する勤務校の防災教育に関する項目：
①　過去二年間に防災教育（教科・特別活動・避難訓練を含む）の実践があるか，2 件法（はい，いいえ）
で回答を求めた。
②　①で「はい」と回答した教員を対象に，実践内容について無制限複数回答法（読み物教材，防
災マップづくり，避難訓練，ハザードマップづくり，危険予知トレーニング，その他）で回答を
求めた。なお，「その他」については自由回答法で具体的な内容を回答するよう求めた。

③　実施している防災対策について，対象としている災害は何か無制限複数回答法（地震，土砂災害，
台風，集中豪雨，高潮，洪水）で回答を求めた。
④　③でいずれかの項目を回答した教員を対象に，具体的な防災対策について無制限複数回答法（防
災マップ作成，避難訓練，ハザードマップ作成，教員研修，耐震工事，学校内にある用具の固定，
日常の点検，物資の備蓄，緊急連絡網の整備，指示系統の整備，その他）で回答を求めた。なお，
「その他」については自由回答法で具体的な内容を記述するよう求めた。

B　土砂災害に対する勤務校の防災教育に関する項目：
①　土砂災害に関する防災教育を必要と考えるか，3 件法（はい，いいえ，どちらともいえない）
で回答を求めた。
②　土砂災害に関する防災教育を推進する上で，何が求められているか，無制限複数回答法（土砂
災害の防災教育に関する教材，土砂災害の防災教育を指導する授業時間，土砂災害に関する教員
の研修，土砂災害の防災教育を推進するための予算，土砂災害の防災教育を推進する専門的な人
材，その他）で回答を求めた。なお，「その他」については自由回答法で具体的な内容を回答す
るよう求めた。

C　広島市の自然災害に対する対象教員の認識
①　広島市で最も危険性が高いと思われる自然災害の被害について，7 項目（地震による建物の倒
壊，地震による津波，地震による火災，集中豪雨・台風による浸水・洪水，集中豪雨・台風によ
る土砂災害，台風時の風による災害，台風時の高潮による災害）から 5 項目選択するよう求めた。

②　①で選択した 5 項目について，順位法で回答を求めた。

3．結果と考察

2013 年の調査時期は，未だ 2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震の余震が続く状況下で地震関
係の報道も多く，全国的に地震災害に関する関心が高い時期であった。一方，2015 年や 2016 年は，
「平成 26 年 8 月豪雨」による広島市の土砂災害からちょうど 1 年目，2 年目の時期にあたるため，
広島市内の放送局を中心に特別報道番組が編成されるなど，土砂災害に関心が高い時期であった。
なお，本研究では 2014 年も調査を予定していたが，実施予定日が「平成 26 年 8 月豪雨」の翌日
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であったため，実施を見送ることとした。
(1)「A　自然災害全般に対する勤務校の防災教育に関する項目」について
広島市内の小学校において，防災教育全般の取り組みの現状を把握すべく，①防災教育の実践の
有無，②実践内容，③対象としている自然災害，④防災対策，の 4 項目についてたずねた。

まず，過去二年間に勤務校において防災教
育（教科・特別活動・避難訓練を含む）の実
践があるかたずねたところ，各年とも 9 割
以上の小学校が「ある」と回答した（図 1）。
この結果から，広島市の小学校では 2013 年
以降，自然災害に対する防災教育の実施につ
いて，ほぼ取り組みが定着し，毎年実践され
ているといえる。

次に，問い①で防災教育の実践があると回答した教員を対象に，実践内容についてたずねたとこ
ろ，図 2 のように各年とも 9 割以上の小学校が自然災害に対する避難訓練（火災による避難訓練を
除く）に取り組んでいた。一方，避難訓練以外の実践は，各項目とも 3 年間の推移をみるとおおむ
ね 20％以下となっている。このことから，避難訓練以外の防災教育の実践がまだ少なく，内容も
定着していないことがうかがえる。なお，「その他」の回答には，「気象警報で休校や早退などの措
置がとられたときに児童に指導をしている」「国内で自然災害が発生したときに学級で話題にして
いる」など，カリキュラム外での学級における指導について回答があった。

続いて，勤務校において取り組んでいる防災対策が，どの自然災害を対象にしているかをたずね
たところ，図 3 のような結果が得られた。この結果から，各年とも 9 割以上の小学校が「地震」災
害を対象に防災対策を進めていることがわかる。一方，2014 年に甚大な被害を受けた「土砂災害」
や，その原因となった「集中豪雨」を対象とした防災対策については，2014 年以降「土砂災害」
が毎年微増するものの，「集中豪雨」は微減するなど，3 回の調査で大きく変化をしていない。

図 1　問い A－①「過去二年間に防災教育（教科・特別活動・

避難訓練を含む）を実践しましたか」

図 2　問い A－②「どのような内容で防災教育を実践しましたか（複数回答可）」
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さらに，問い③で何らか
の項目を回答した教員を対
象に，どのような防災対策
を実施しているか具体的な
内容をたずねたところ，図
4 のような結果が得られた。
図 1 における防災教育の実
践と同様，「避難訓練」を回
答した教員が三年間の平均
で 95％をこえ，続いて「日
常点検（66％）」や「耐震
工事（59.1％）」，「緊急連
絡網の整備（58.8％）」の
順に多く回答があった。一
方，「教員研修」や「物資の
備蓄」の平均は 50％以下で
あった。災害時にほとんど
の小学校が「指定緊急避難
場所」になることを考える
と，災害発生時に小学校が
組織的な対応をすることが
できるか，疑念が残る結果
となった。

図 3　問い A－③「どの自然災害を対象に防災対策をおこなっていますか（複数回答可）」

図 4　問い A－④「勤務校ではどのような防災対策を実施していますか（複数回

答可）」
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(2)「B　土砂災害に対する勤務校の防災教育に関する項目」について
広島市内の小学校教員を対象に，土砂災害に関する防災教育に対する考えを把握すべく，①土砂
災害に関する防災教育の必要性，②土砂災害に関する防災教育を推進するために求められているこ
と，の 2 項目についてたずねた。

まず，学校で土砂災害に関する防災教
育の必要性について考えをたずねたとこ
ろ，図 5 のように必要と考える教員が，
2015 年以降は 9 割近くを示す結果となっ
た。2013 年の結果と比較をすると，15％
程度だった肯定的回答は 2015 年以降急
に上昇していることから，2014 年に発生
した土砂災害の影響を大きく受けた結果
といえる。なお，「3．どちらともいえない」
と回答した理由の多くは，「校区によって
異なるから」であった。
続いて，土砂災害に関する防災教育を推進する上で求められているものについて考えをたずねた

ところ，図 6 のように「教員研修」「教材」の順となった。この結果と問い A- ④の回答結果から，
小学校においては防災教育について教員研修が必要であると認識されているものの，実際に実施が
できていない状況であることが推測される。また，土砂災害に関する防災教育を実施する上で適切
な教材が不足していることも，防災教育を進める上で課題となっていることがうかがえる。加えて，
2015 年以降の回答結果で「専門的人材」が高くなっていることから，防災教育を推進する上で，
土砂災害に関する知識や防災教育の経験をもつ専門家の支援が求められていることが考えられる。

図 5　問い B－①「学校で土砂災害に対する防災教育は必要だと

考えますか」

図 6　問い B－②「土砂災害に関する防災教育を推進する上で何が求められていると考えますか（複数回答可）」
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(3)「C　広島市の自然災害に対する対象教員の認識に関する項目」について
広島市で発生が想定される自然災害のうち，危険性が高いと思われる災害の被害を 5 項目選択す

るよう求めたところ，図 7 のような結果が得られた。内訳をみると，調査対象の各年とも「地震に
よる建物の倒壊」，「豪雨による浸水・洪水」などの災害の被害が 90％をこえていた。また，2014
年に発生した土砂災害を契機に，2013 年では 30％程度であった「豪雨による土砂災害」が 2015
年以降 95％以上に激増した。一方，2013 年には 90％以上の値を示した「地震による津波災害」は，
2015 年以降 20 ～ 30％へと激減しており，「地震による火災」も 90％以上から 50 ～ 60％へと大
きく減少している。
次に，選んだ 5 項目について上位から順に順位を回答するよう求めた後，それぞれの調査年で 1
位から 5 位まで選択した自然災害の被害について，1 位を 5 点，2 位を 4 点，3 位を 3 点，4 位を 2 点，
5 位を 1 点とし，得られた％と点数の積で各自然災害の項目に対する危険性への認識を数値化した
（図 8）。その結果，2014 年に発生した土砂災害以降，「地震による津波災害」，「地震による火災」
など地震による各災害の被害が減少するとともに，「豪雨による浸水・洪水」や「豪雨による土砂
災害」など豪雨による災害の被害が高い値を示した。

図 7　問い C－①「広島市で危険性が高いと思われる

自然災害の被害を 5つ答えてください」

図 8　問い C－②「①で選択した 5つの災害による被

害を上位から順に答えてください」
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4．おわりに

今回の調査により，広島市内の小学校教員は防災教育を実施する必要性を感じているものの，実
際の取り組みにおいては避難訓練が中心であり，数時間のカリキュラムを編成して防災教育に取り
組む学校がまだ多くない結果となった。また，万一自然災害が発生したときに，小学校が避難所に
なることを想定し，職員研修や物資の備蓄に取り組む学校も少なかった。一方，土砂災害に関しては，
特に 2014 年の被災以降，多くの小学校教員が危険な災害であると認識し，防災教育の必要性を感
じているものの，教材や職員研修が不足しているなど，まだ十分な取り組みには至っていないとい
える結果となった。
自然災害に対する認識は，一般に，比較的短期間で人々の記憶から薄れ警戒しなくなる傾向にあ
る。また，自然災害が発生したときには，「正常性バイアス」によって適切な避難行動が妨げられ
ることが知られている。1999 年，2014 年と甚大な土砂災害を近年に 2 回体験した広島において，
今後どのように体験を継承し，教材化し，災害時における被害を最小限に留めることができるかが
問われているといえる。
広島市では現在，2017 年に小学校・中学校向けの「土砂災害防止教育の手引き」策定に向けて，
委員会を設置し作業を進めている。広島県では 2016年，「ひろしまの土砂災害を知る・学ぶ・伝える」
ポータルサイトを開設するとともに，「『みんなで減災』県民総ぐるみ運動」を展開している。これ
らの取り組みや学校における地道な防災教育の実践を通して，地域で発生する災害における防災教
育が充実し，児童の「防災リテラシー」が向上することを期待したい。
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